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第２条（助成対象事業）関係  

（１）いきいきふるさと推進事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第

２条に規定する「政策課題に基づき、市町村が広域的又は小規模に実施するソ

フト事業」とは、次の事業をいう。 

   なお、「広域的」とは、複数の市町村が共同で事業費の負担をし、実施する

事業で、その効果が広域に及ぶ場合をいい、また、「小規模」とは、広域事業

以外の事業をいう。 

      イ ベ ン ト 事 業 

      広 報 宣 伝 事 業 

      研 修 等 事 業 

      試 験 研 究 事 業 

      情 報 通 信 事 業 

（２）交付要綱第２条第２項に規定する「市町村が関与する実行委員会等」とは、

事業の実施を目的として市町村と民間が組織する団体(以下｢実施団体｣とい

う。)をいい、事業の実施に当たって市町村が実施団体の構成員として主体的に

関与し、かつ相応の経費負担をする場合に該当するものである。 

（３）前号に規定する「主体的に関与し」とは、規約等で市町村が構成員となって

いるのみならず、実施団体の会長や理事、委員等の主要な役職に、市町村長等

又は市町村の職員が職務として就任し、事業推進に参画していることをいう。 

（４）広域事業については、実行委員会等を構成する市町村が、原則として２０万

円以上を負担していることを助成の要件とする。 

（５）ふるさと市町村圏基金及びその運用益の活用により実施する事業は助成対象

外とする。 

 

第４条（助成期間）関係  

（１）交付要綱第４条に規定する「助成期間」を経過した事業については、原則と

して第１０回以降５年ごとに記念事業を実施する場合に限り、助成対象とする。 

（２） 交付要綱第４条のただし書きに規定する「継続して支援することが必要であ

ると理事長が認める事業」については、市町村の広域的連携の促進を図る目的

から認めるものであり、事業の効果及び必要性などを総合的に勘案の上、決定

する。 

 



第５条（助成金額）関係 

（１） 助成金は、助成対象事業費のうち市町村が負担する経費を対象とするが、原

則として次の経費は助成対象外とする。ただし、その経費を負担することが事

業を実施する上で最低限必要と認められる場合は、この限りではない。 

      食 糧 費 

      賃 金 及 び 職 員 費 

      備 品 購 入 費 

   修 繕 費 

   工 事 請 負 費 

（２）交付要綱第５条に規定する「理事長が特に必要と認める場合」については、

交付要綱第２条に規定するソフト事業を対象とし、かつ、事業の効果及び必要

性などを総合的に勘案の上、決定する。 

（３）助成金額は、助成対象事業費から国・道補助金、地方債などの特定財源を控

除した後の市町村が負担する経費の２分の１以内とする。 

 

第６条（助成の申請手続）関係 

（１）当該事業の内容又は経費の変更（軽微な変更を除く。）をしようとするとき

は、あらかじめ別記第２号様式を理事長に提出し、その承認を受けなければな

らない。 

（２）前号に規定する「軽微な変更」とは、事業の目的を実質的に変更する

ものではなく、かつ、総事業費の１０分の２未満の経費の変更をいう。  

 

第９条（決定の取消等）関係 

（１）交付要綱第９条第２項及び第３項に規定する「必要な措置」とは、一定の期

間、当該市町村に助成しないことをいう。 

（２）前号に規定する「一定の期間」とは、助成決定の取り消し又は必要な

措置を講じた年から５年以内とする。ただし、情状に応じてその期間を

短縮又は免除することができる。  

 

第１０条（実績報告）関係 

  交付要綱第１０条に規定する「事業完了後は、速やかに」とは、事業完了後、

１か月以内をいう。 

 

第１１条（助成金の額の確定及び交付）関係 

助成金の交付先は市町村とする。ただし、広域事業については、代表市町村が

提出した助成金配分内訳に基づき、市町村に交付するものとする。 

 

第 １２条 （現 地 調 査 の実 施 ）関 係  

（１）交付要綱第１２条に規定する「現地調査の実施」に当たっては、別紙の実施

要領により対象市町村に対して、現地調査の１か月前に通知するものとする。

ただし、理事長が特に調査を実施しなければならないと認めたときは、この限

りではない。 

（２）交付要綱第１２条第２項に規定する「必要な措置」とは、一定の期間、当該

市町村に助成しないことをいう。 

（３）前号に規定する「一定の期間」とは、現地調査の実施から５年以内とする。

ただし、情状に応じてその期間を短縮又は免除することができるものとする。 


